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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第２四半期連結
累計期間

第51期
第２四半期連結
累計期間

第50期
第２四半期連結
会計期間

第51期
第２四半期連結
会計期間

第50期

会計期間

自平成21年
７月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
７月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
６月30日

売上高（千円） 8,497,2198,249,9624,845,7404,760,68417,044,780

経常利益（千円） 997,216 287,9471,286,001507,9202,021,232

四半期（当期）純利益（千円） 572,528 100,628 756,400 266,773 904,684

純資産額（千円） － － 22,898,89821,901,81823,145,271

総資産額（千円） － － 29,747,69129,621,47330,258,700

１株当たり純資産額（円） － － 1,383.021,421.261,398.11

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
34.58 6.13 45.68 16.40 54.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 77.0 73.9 76.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
582,0141,046,781 － － 2,552,710

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△191,012△245,337 － － △389,130

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△582,173△1,529,734 － － △585,197

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 7,564,4838,338,0189,270,826

従業員数（人） － － 324 319 327

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 319 (64)

　（注）　従業員数は就業者数であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 285 (56)

　（注）　従業員数は就業者数であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、衣料品製造販売事業の単一セグメントであり、当第２四半期連結会計期間の生産実績は次のとお

りであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　
　前年同四半期比（％）

　

衣料品製造販売事業（千円） 222,884 △5.5

　（注）１．当社グループは、事業区分が衣料品製造販売事業の単一セグメントであり、セグメント情報の区分を変更して

いないため、前年同四半期比を記載しております。

２．金額は、販売価格により算出しており、消費税等を含んでおりません。

　

(2）製品仕入実績

　当社グループは、衣料品製造販売事業の単一セグメントであり、当第２四半期連結会計期間の製品仕入実績は次の

とおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　
　前年同四半期比（％）

　

衣料品製造販売事業（千円） 2,681,420 15.7

　（注）１．当社グループは、事業区分が衣料品製造販売事業の単一セグメントであり、セグメント情報の区分を変更して

いないため、前年同四半期比を記載しております。

２．金額は、仕入価格により算出しており、消費税等を含んでおりません。

　

(3）受注実績

　　当社グループは、主として需要見込みによる生産を行っているため該当事項はありません。

　

(4）販売実績

　当社グループは、衣料品製造販売事業の単一セグメントであり、当第２四半期連結会計期間の販売実績は次のとお

りであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　
　前年同四半期比（％）

　

衣料品製造販売事業（千円） 4,760,684 △1.8

　（注）１．当社グループは、事業区分が衣料品製造販売事業の単一セグメントであり、セグメント情報の区分を変更して

いないため、前年同四半期比を記載しております。

２．上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、急激な円高の進行と継続的なデフレにより、企業収益は低下し、

雇用環境、個人消費においても引き続き厳しい状況が続いています。

　このような状況のもと当社グループは、市況の逆風に立ち向かうべく、「働く人を応援します！」をメインテーマに

掲げ、モノづくりからプロモーションに至るまでリアルを追求し、様々な仕掛けを発信することにより、愚直にモノづ

くりに取り組む「自重堂のワークウエア。」をキーワードに企業イメージの認知拡大を図っております。

　基幹ブランドの「Jichodo」（ジチョウドウ）では、幅広いターゲット層に向けた企業イメージの構築を目的とし

て、「俺の仕事着。」をコンセプトに、働く姿の誇りをリアルに表現したイメージビジュアルを制作し、次世代ブラン

ドの「Jawin」（ジャウィン）では、若年層をメインターゲットに、「本気な分だけ、強くなる。」をコンセプトに、本

気で戦い続けるカリスマ戦士の総合格闘家「桜庭和志」（さくらばかずし）選手、キックボクシング界で若手のホー

プとして期待を集める「城戸康裕」（きどやすひろ）選手をメインキャラクターに起用し、総勢17名の現役格闘家を

起用したイメージビジュアルを制作し、プロモーション活動を強化いたしました。

　生産面においては、主要生産国である中国における人件費の上昇、原材料価格の高騰に伴うコストアップや、慢性的

な人員不足に伴う生産能力の低下に対応するため、生産体制の見直しを進め、新規協力工場の開拓を強化するなど、製

造コストの低減と品質管理体制の強化に努めました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は4,760百万円（前年同四半期比1.8％減）となりました。

利益面においては、売上高は減少したものの、円高の影響や生産体制の見直しにより製造コストが低減し、売上総利益

率が改善したことから、営業利益は661百万円（前年同四半期比6.8％増）となりました。円高の進行により、輸入取引

に係る為替変動リスクをヘッジする目的で行っておりますクーポンスワップ取引に係る時価評価等によりデリバ

ティブ評価損141百万円を営業外費用に計上したことなどにより、経常利益は507百万円（前年同四半期比60.5％

減）、四半期純利益は266百万円（前年同四半期比64.7％減）となりました。 

　なお、当社グループは単一セグメントに該当するため、セグメント情報は記載しておりません。

　　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前四半期連結会計

期間末より853百万円減少し、8,338百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は180百万円（前年同四半期は380百万円の使用）となりました。これは主に、税金等調

整前四半期純利益468百万円、デリバティブ評価損141百万円、仕入債務の増加413百万円等による増加と、売上債権の

増加543百万円、たな卸資産の増加326百万円等による減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は50百万円（前年同四半期は189百万円の使用）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は981百万円（前年同四半期は35百万円の使用）となりました。これは主に、自己株式

の取得による支出948百万円等による減少によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はなく、当第２四半期連結

会計期間末において、新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,721,000

計 36,721,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,653,506 同左
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 17,653,506 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
－ 17,653,506 － 2,982,499 － 1,827,189
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（６）【大株主の状況】

 平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

出原ホールディングス株式会社 東京都品川区小山７丁目７－19 2,454 13.90

出原正博 広島県福山市 2,206 12.50

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町１丁目３－８ 775 4.39

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）　
（東京都中央区晴海１丁目８－12） 　 　

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 753 4.27

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５－１ 586 3.32

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18－24 518 2.93

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）
（東京都中央区晴海１丁目８－11） 　 　

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18－６ 505 2.86

有限会社ユーエルディー 広島県福山市新市町大字戸手16-12 482 2.73

自重堂社員持株会　 広島県福山市新市町大字戸手16-２ 474 2.69

株式会社岡村製作所 横浜市西区北幸２丁目７－18 399 2.26

計 － 9,153 51.85

　（注）上記のほか、自己株式が2,243千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　2,243,000 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式　 15,191,000 15,190 　－

単元未満株式 普通株式　　　219,506 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 17,653,506 － －

総株主の議決権 － 15,190 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の株式数の欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

すが、当該株式に係る議決権１個については、議決権の数の欄からは除いております。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　 株式会社自重堂

　広島県福山市新市町

　大字戸手16-2
2,243,000 － 2,243,000 12.7

計 － 2,243,000 － 2,243,000 12.7
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 845 805 812 869 840 874

最低（円） 760 760 767 825 800 801

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年７月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,459,698 9,292,506

受取手形及び売掛金 ※2
 4,880,157 5,336,529

有価証券 229,355 151,737

商品及び製品 3,213,798 3,118,717

仕掛品 65,813 39,065

原材料及び貯蔵品 550,683 138,138

繰延税金資産 83,702 172,002

その他 253,397 254,878

貸倒引当金 △16,654 △10,749

流動資産合計 17,719,951 18,492,827

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,526,767 2,614,032

土地 3,886,297 3,891,232

その他（純額） 181,070 169,706

有形固定資産合計 ※1
 6,594,134

※1
 6,674,971

無形固定資産 30,515 25,937

投資その他の資産

投資有価証券 4,501,249 4,083,970

繰延税金資産 229,648 357,216

その他 654,996 707,623

貸倒引当金 △109,023 △83,845

投資その他の資産合計 5,276,871 5,064,965

固定資産合計 11,901,521 11,765,873

資産合計 29,621,473 30,258,700
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,233,075 3,463,025

未払金 358,371 262,720

未払法人税等 30,696 531,651

返品調整引当金 55,198 60,226

賞与引当金 25,629 177,848

その他 186,770 227,832

流動負債合計 4,889,743 4,723,304

固定負債

退職給付引当金 341,184 350,413

その他 2,488,727 2,039,711

固定負債合計 2,829,912 2,390,124

負債合計 7,719,655 7,113,429

純資産の部

株主資本

資本金 2,982,499 2,982,499

資本剰余金 1,827,562 1,827,562

利益剰余金 18,887,673 19,366,457

自己株式 △1,898,398 △948,385

株主資本合計 21,799,337 23,228,135

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 110,133 △78,116

繰延ヘッジ損益 △7,653 △4,747

評価・換算差額等合計 102,480 △82,863

純資産合計 21,901,818 23,145,271

負債純資産合計 29,621,473 30,258,700
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 8,497,219 8,249,962

売上原価 5,955,294 5,705,471

売上総利益 2,541,924 2,544,490

販売費及び一般管理費 ※
 1,644,236

※
 1,743,615

営業利益 897,688 800,875

営業外収益

受取利息及び配当金 34,911 49,684

受取賃貸料 66,819 48,271

デリバティブ評価益 57,747 －

その他 54,790 62,626

営業外収益合計 214,269 160,582

営業外費用

賃貸収入原価 25,835 24,931

為替差損 87,519 204,517

デリバティブ評価損 － 437,082

その他 1,385 6,978

営業外費用合計 114,740 673,510

経常利益 997,216 287,947

特別利益

固定資産売却益 － 5,664

貸倒引当金戻入額 3,167 －

特別利益合計 3,167 5,664

特別損失

投資有価証券評価損 41,967 55,731

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12,210

その他 3,429 －

特別損失合計 45,397 67,942

税金等調整前四半期純利益 954,986 225,670

法人税、住民税及び事業税 367,492 30,093

法人税等調整額 14,966 94,948

法人税等合計 382,458 125,042

少数株主損益調整前四半期純利益 － 100,628

四半期純利益 572,528 100,628
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 4,845,740 4,760,684

売上原価 3,402,040 3,275,687

売上総利益 1,443,700 1,484,997

販売費及び一般管理費 ※
 823,923

※
 823,043

営業利益 619,776 661,953

営業外収益

受取利息及び配当金 25,314 35,376

受取賃貸料 32,504 22,607

デリバティブ評価益 613,315 －

その他 32,210 47,211

営業外収益合計 703,345 105,195

営業外費用

賃貸収入原価 12,767 12,196

為替差損 24,126 102,422

デリバティブ評価損 － 141,040

その他 227 3,568

営業外費用合計 37,121 259,227

経常利益 1,286,001 507,920

特別利益

固定資産売却益 － 5,664

貸倒引当金戻入額 － 2,526

特別利益合計 － 8,191

特別損失

投資有価証券評価損 16,057 47,438

特別損失合計 16,057 47,438

税金等調整前四半期純利益 1,269,943 468,673

法人税、住民税及び事業税 344,453 20,786

法人税等調整額 169,089 181,113

法人税等合計 513,542 201,899

少数株主損益調整前四半期純利益 － 266,773

四半期純利益 756,400 266,773
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 954,986 225,670

減価償却費 102,657 96,753

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,602 31,083

賞与引当金の増減額（△は減少） △151,282 △152,218

返品調整引当金の増減額（△は減少） △816 △5,027

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,179 △9,229

受取利息及び受取配当金 △34,911 △49,684

投資有価証券評価損益（△は益） 41,967 55,731

デリバティブ評価損益（△は益） △57,747 437,082

売上債権の増減額（△は増加） 376,448 456,372

たな卸資産の増減額（△は増加） 423,943 △534,373

仕入債務の増減額（△は減少） △1,160,454 770,049

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12,210

その他 154,354 199,221

小計 636,364 1,533,642

利息及び配当金の受取額 35,082 50,447

法人税等の支払額 △89,432 △537,308

営業活動によるキャッシュ・フロー 582,014 1,046,781

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7,480 △7,480

定期預金の払戻による収入 7,480 7,480

有形固定資産の取得による支出 △7,680 △8,538

有形固定資産の売却による収入 4,620 14,310

無形固定資産の取得による支出 △3,438 △7,500

投資有価証券の取得による支出 △294,268 △307,337

投資有価証券の売却による収入 48,674 －

投資有価証券の償還による収入 65,733 29,965

保険積立金の解約による収入 5,478 －

その他 △10,130 33,763

投資活動によるキャッシュ・フロー △191,012 △245,337

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1,916 △950,013

配当金の支払額 △580,257 △578,250

リース債務の返済による支出 － △1,470

財務活動によるキャッシュ・フロー △582,173 △1,529,734

現金及び現金同等物に係る換算差額 △87,519 △204,517

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △278,690 △932,807

現金及び現金同等物の期首残高 7,843,173 9,270,826

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,564,483

※
 8,338,018
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会

計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影

響は軽微であります。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,920,294千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,834,647千円で

あります。

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって処理しております。従っ

て、当第２四半期連結会計期間の末日が金融機関の

休日でありましたので、次の第２四半期連結会計期

間末日満期手形が第２四半期連結会計期間末残高に

含まれております。

　２　　　　　　　　　――――――

　受取手形 149,180千円  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬・給料 581,864千円

賞与引当金繰入額 17,180 

退職給付費用 25,712 

役員報酬・給料 577,819千円

貸倒引当金繰入額 31,083 

賞与引当金繰入額 19,382 

退職給付費用 16,730 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬・給料 290,335千円

貸倒引当金繰入額 1,502 

賞与引当金繰入額 17,180 

退職給付費用 12,811 

役員報酬・給料 288,664千円

賞与引当金繰入額 19,382 

退職給付費用 8,297 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 7,586,163

預入期間が３か月を超える定期

預金
△21,680

　現金及び現金同等物 7,564,483

　

 （千円）

　現金及び預金勘定 8,459,698

預入期間が３か月を超える定期

預金
△121,680

　現金及び現金同等物 8,338,018
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　17,653,506株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　 2,243,368株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年９月29日

定時株主総会
普通株式 579,412 35平成22年６月30日平成22年９月30日利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成22年11月16日付、平成22年12月17日付で行った自己株式立会外買付取引のほか、単元未満株式の

買取りにより自己株式を取得いたしました。この結果、当第２四半期連結会計期間において自己株式が948百万

円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が1,898百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　当社及び連結子会社は衣料品製造販売を事業内容としており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項

はありません。

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略しております。ま

た、本邦以外の国又は地域に所属する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

【セグメント情報】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当社グループは、衣料品製造販売を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。

 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 2,633,962 2,885,756 251,793

(2）債券 　 　 　

社債 78,925 76,532 △2,392

その他 277,608 273,193 △4,415

(3）その他 664,911 604,391 △60,519

合計 3,655,407 3,839,873 184,466

（注）　当第２四半期連結会計期間において、株式の減損処理を行い、投資有価証券評価損47,438千円を計上しておりま

す。当該株式の取得原価は評価損計上後の価額によっております。株式の減損処理に当たっては、四半期末におけ

る時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨（金利）
クーポンスワップ 1,652,532 △187,113 △187,113

ＦＸ参照型米ドル為替予約 3,543,993△1,764,102△1,764,102

債券 株式転換特約付社債 175,117 181,497 181,497

　（注）１．デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。　

３．対象物の種類が債券のデリバティブ取引の、取引の種類に記載した内容は、デリバティブが組み込まれた債

券の名称であります。

４．対象物の種類が債券のデリバティブ取引については、債券と組込デリバティブを合理的に区分した時価の測

定ができないため、当該複合金融商品全体を時価評価しております。したがって、契約額等については、デリ

バティブ取引が組み込まれた債券の取得価額を記載しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年６月30日）

１株当たり純資産額 1,421.26円 １株当たり純資産額 1,398.11円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 34.58円 １株当たり四半期純利益金額 6.13円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 572,528 100,628

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 572,528 100,628

期中平均株式数（千株） 16,558 16,410

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 45.68円 １株当たり四半期純利益金額 16.40円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 756,400 266,773

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 756,400 266,773

期中平均株式数（千株） 16,557 16,268

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月９日

株式会社自重堂

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　敏博　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 家元　清文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社自重堂

の平成２１年７月１日から平成２２年６月３０日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年１０月１日

から平成２１年１２月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年７月１日から平成２１年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社自重堂及び連結子会社の平成２１年１２月３１日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月９日

株式会社自重堂

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　敏博　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 家元　清文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社自重堂

の平成２２年７月１日から平成２３年６月３０日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２２年１０月１日

から平成２２年１２月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年７月１日から平成２２年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社自重堂及び連結子会社の平成２２年１２月３１日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社自重堂(E00607)

四半期報告書

25/25


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

